こどもわかもの育成支援のための地域研修会

こどもわかもの育成支援のための地域研修会実施要綱
（目的）
第1条　青少年の非行、不登校、ひきこもり、児童虐待、子どもの安全確保等、今日のこども若者を取り巻く現状や課題を認識するとともに、地域で活動する多様な人材を育成し、家庭・学校・地域等が一体となって、今後の青少年育成活動の推進を図ることを目的とする。
（対象経費）

第2条　前条の目的を達成するために、公益財団法人三重こどもわかもの育成財団（以下「育成財団」という。）と青少年育成市町民会議（以下「市町民会議」という。）が連携して主催する研修会に要する経費とする。ただし、研修会のテーマは、以下のとおりとする。
（1）児童虐待の防止

（2）有害情報の氾濫と情報機器の被害の防止

（3）みえの子育ちサポート出前講座

（4）発達障がいの理解

（5）少年の主張や活動事例発表等

（6）いじめ被害の防止

（7）子どもの居場所づくり

（8）子育て・子育ち支援等

（9）学校・家庭・地域が連携した体験活動の推進

（10）その他（各地域の実情を踏まえたテーマ）

（対象外経費）
第3条　事業を実施する経費のうち次に掲げる経費は、対象としない。
（1）記念品､参加賞等の費用
（2）団体の内部の関係者への謝金
（3）団体及び施設を維持運営するための経費
（4）視察に要する旅費
（5）食事代等の個人及び団体が負担すべきと考えられる経費
（6）領収書の不備（使途明細の不明瞭等）の経費

（7）団体の備品となる経費
（負担金の申請）

第4条　市町民会議のうち、負担金を受けようとするもの（以下「申請者」という。）は、こどもわかもの育成支援のための地域研修会申請書（第1号様式）（以下「申請書」という。）に、次に掲げる書類を添えて育成財団理事長（以下「理事長」という。）へ提出しなければならない。

（1）実施計画書（第1号様式　付表1）

（2）収支予算書（第1号様式　付表2）

（3）負担金振込口座届出書（第2号様式）

（4）その他理事長が必要と認める書類
（負担金の決定）

第5条　理事長は、申請書が提出されたときは、申請内容を精査し、予算の範囲内において
負担金の決定をするものとする。

2　前項によって負担金を決定したときは、負担金決定通知書（第3号様式）により、申請者に通知するものとする。

（負担金の交付）

第6条　負担金の交付は以下のとおりとする。

（1）負担金は、1団体10万円以内とし、予算の範囲内で交付する。
（2）負担金の限度額10万円以内であれば、複数回の研修会開催も可能とする。

（3）負担金は、負担金の決定を受けた申請者からの実績報告が提出された後、交付することとする。
（負担金の概算払い）

第7条　理事長は、前条の規定にかかわらず、負担金の交付の目的を達成するために必要があると認められるときは、概算払いをすることができる。

2　負担金の決定を受けた申請者は、前項の規定により負担金の交付を受けようとするときは、負担金概算払交付請求書（第4号様式）を理事長に提出するものとする。
（実績報告書）

第8条　負担金の決定を受けた申請者は、対象事業が完了した日から30日以内又は2月末日のいずれか早い日までに、実績報告書（第5号様式）に、次に掲げる書類を添えて理事長へ提出しなければならない。

（1）実績報告書（第5号様式　付表1）

（2）収支決算書（第5号様式　付表2）

（3）研修会の内容が分かるもの（開催案内・チラシ・ポスター・アンケート・記録写真等）

（4）その他理事長が必要と認める書類

（負担金の確定）

第9条　理事長は、前条の規定による報告書の内容を精査し、負担金を確定するものとする。
2　前項の負担金の確定額が決定額を下回ったときは、速やかに育成財団に返還するものとする。
（負担金の返還）

第10条　理事長は、特別の事由による場合を除くほか、正当の理由なく次に掲げるいずれかに該当するときは、負担金の決定を取り消すとともに負担金の全部又は一部の返還を求めることができる。

（1）事業を実施しないとき。

（2）負担金を目的以外に使用したとき。
（関係書類の整備）

第11条　負担金を受けた申請者は、事業実施に関する証拠書類を整備し、当該年度の翌年から起算して、5年間保管しなければならない。
（事業成果の活用）

第12条　負担金を受けた申請者は、第1条で得た情報等を集約、分析し、育成財団に提供するものとする。

（個人情報の保護）

第13条　負担金を受けた申請者が事業により取得した個人情報は、公益財団法人三重こどもわかもの育成財団個人情報保護実施要領に基づき適正な取り扱いをすること。
（その他）

第14条　この要綱に定めのない事項については、理事長がこれを定めることとする。

附　　　則

この要綱は、平成23年4月1日から施行する。

この要綱は、平成24年4月1日から施行する。

この要綱は、平成25年4月1日から施行する。

